
22年度 23年度要求

0.3%※ 21.1%

3,477

総事業費(執行ベース) 1 734

2,680

1 734

事業番号 704

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

平成２０年度
労働移動支援助成金（離職者住居支援給付

金）

補
　
記
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己
点
検
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握水準・
状況

見直しの
余地

概ね妥当であるが、引き続き予算の執行状況等に留意し、今後見直すべきところは予算に反映すべき。

予
算
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視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

※　本助成金は21年2月に創設されたため、20年度執行分については、支給申請から支給まで至った件数が少なかったもの。

離職者住居支援給付金は、住居確保に係る支援施策が十分に整っていない時期に創設されたものであるが、その後
就職安定資金融資に加え、住宅手当、総合支援資金貸付、臨時特例つなぎ資金貸付など、離職者を直接的に支援す
る制度が創設されていることから、平成21年度を以て廃止し、平成22年度以降は21年度末までに再就職援助計画を提
出した事業主を対象とした経過措置のみとしている。

全額を支給要件を満たす事業主に支給。
支給事務を行う都道府県労働局から毎月報告を受け、詳細な状況を迅速に把握している。

290

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後）

平成21年度実績
支給決定件数　1,659件
対象労働者数　4,424人
ただし、速報値であり、今後変更の可能性がある。

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 雇用開発課

上位政策

雇用開発課長職業安定局

労働保険特別会計雇用勘定

担当部局庁

地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及
び雇用の安定を図ること

関係する計
画、通知等

雇用保険法62条第１項第２号及び第３号並びに
雇用保険法施行規則第102条の４及び第102条
の５及び附則第15条の６

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

離職者に対する住居支援の内容を記載した再就職援助計画についてハローワークの認定を受けた事業主であって、
解雇や雇止め等された労働者の離職後も引き続き住居を無償で提供するか、住居にかかる費用を負担した事業主対
し、その費用を助成する。
助成額は地域ごとに異なり、1人１月当たり４～６万、最大６か月間助成する。

解雇や雇止め等される労働者が、仕事と共に住居を失うことを防ぐことで、円滑な再就職を実現することを目的としてい
る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

176

執行率



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

730百万円

A：都道府県労働局

730百万円

B:事業主

離職者への住居支援に対する助成

4,424人 730百万円

金額は平成21年度実績(見込み)

【予算示達】

【助成】



A.都道府県労働局 E.

使　途 金　額
(百万円）

助成金 事業主に対する助成金支給 730

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

計計 730

B.事業主 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

助成金 730

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 730 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0計 0 計


